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1.1. 事業の趣旨 

1.1.1. 事業の目的 

 日本の産業界では人材不足が深刻化しており、特に 2030 年時点で最大約 79 万人の不足
に直面する恐れがある IT 業界では喫緊の課題となっている。近年 IT 企業の誘致に熱心に
取り組み情報通信関連産業の振興に注力している沖縄県では、県の事業として IT エンジニ
ア等の沖縄移住・転職を支援し人材獲得に努めている。 
 しかし、日本の大学生・大学院生の大半が AI や IT 関連の職種を志望しておらず、日本
人 IT 人材の育成・獲得は容易ではない。一方で、留学生の希望する業種として「IT・情報
通信」は人気があり、企業側も積極的に留学生を採用している。日本の IT 人材不足解消に
向けて、国内で IT を専攻する留学生の就職・定着が求められている。 
 本事業では、沖縄県内の専修学校の IT 及び隣接分野の学科で学ぶ留学生に対する「IT ビ
ジネス日本語・文化」教育プログラムの開発に取り組む。そこでは、IT 実務・専門の日本
語能力や IT ビジネススキル及び沖縄での生活に関わる教養獲得を目指す。これを通して、
IT 人材となり得る留学生の教育モデルを構築し、各地域ならびに日本全体の IT 産業の振
興と他分野の専門外国人材養成に寄与する。 
 
 

1.1.2. 学習ターゲット・目指すべき人材像 

沖縄県内の専修学校の IT 及びデジタルコンテンツ系の学科で学ぶ留学生を学習ターゲッ
トとする。IT やデジタルコンテンツ産業の企業で働くのに必須となる IT スキル・日本語
力・教養を備え、沖縄県内の IT 企業等に就職して定着することで、自身の勤める企業や沖
縄県の IT 産業及び地域の振興に貢献できる人材となることを目指す。 
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1.2. 教育プログラムが必要な背景 

(1) 外国人 IT 人材の必要性 

 少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少により、産業界の様々な分野で人材不足が深刻化
している。特に、経済産業省(2016) 『IT 人材の最新動向と将来推計に関する調査結果～報
告書概要版～』 の試算によると 2030 年時点で最大約 79 万人の人材不足に直面する恐れが
ある IT 業界では人材確保は喫緊の課題である。 
 

 
※経済産業省(2016)「IT 人材の最新動向と将来推計に関する調査結果～報告書概要版～」より抜粋 

 
さらに、経済産業省(2019)『IT 人材需給に関する調査』によれば、「AI やビッグデータ、

IoT 等、第 4 次産業革命に対応した新しいビジネスの担い手として、付加価値の創出や革新
的な効率化等により生産性向上等に寄与できる IT 人材」と定義された「先端 IT 人材」が
2030 年時点で 55 万人不足する見込みであるという。IoT、AI、ビッグデータ、ブロックチ
ェーン等を活用する新たな社会〈Society5.0〉の実現に向け高度な先端技術を扱うことがで
きる IT 人材の養成が今後ますます求められている。 
 しかし、2019 年発表されたマイナビによる国内の大学生・大学院生 7342 名を対象とし
た調査によれば、約 75%が「AI・IT 関連の職種を志望しない」と回答しているように日本
人の IT 関連職離れは深刻である。このような現状を背景として外国人 IT 人材の雇用は進
んでおり、厚生労働省(2018) 『「外国人雇用状況」の届出状況表一覧（平成 29 年 10 月末
現在）』によれば日本国内で情報通信業（≒IT 産業）に従事する外国人材は 2017 年 10 月
末時点で 52,038 人に上る。さらに、日本労働組合総連合会(2018) 『外国人労働者の受入れ
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に関する意識調査 2018』では、情報通信業で「職場に外国人労働者がいる」と回答した割
合が 47.9％に上ることが明らかになっている。この数値は、全業種における「いる」の回答
割合（27.7％）と比較した場合、非常に高いことが分かる。上記の IT 人材不足と日本人学
生の IT 関連職離れという現状を考慮すると、今後も外国人 IT 人材の雇用は増加していく
と考えられる。ただし、このような外国人材の全員が高い日本語能力を有しているわけでは
なく、IT スキルと日本語能力を併せ持つ外国人 IT 人材の確保は容易ではない。 
 一方で、留学生の希望業種として IT は比較的人気があり、2015 年のキャリタス就活によ
る外国人留学生が希望する業種に関する調査では「IT・情報通信」は「商業・貿易」、「製造
業」に続く 3 位にランクしている。企業側も積極的に外国人留学生を採用しているようで
あり、同調査によれば 60%の「IT・情報通信」企業が外国人留学生を採用している。母国
の日本語教育機関や日本国内の日本語学校等を経由して日本の高等教育機関で IT を学んだ
外国人留学生は、一定の IT スキルと日本語能力を持っていることが期待できる。日本の IT
人材不足解消に向けて、国内の高等教育機関で IT を専攻する外国人留学生の就職・定着が
求められる。 
 

(2) 沖縄の IT 産業振興 

 産業、人口のあらゆる側面で東京都を中心とした首都圏一極集中はとどまることを知ら
ず、これは IT 産業においても同様である。総務省統計局(2014)『平成 26 年経済センサス
－基礎調査』の産業別就業者数の集中度を見ると、IT 産業では 51.1%と半数以上が東京に
集中しており、この傾向は現在でも大きく変わってはいない。 
 しかし、近年の情報通信技術の目覚ましい発展によるテレワークの利便性向上やワーク・
ライフ・バランスの意識に関する変化から、首都圏に本社がある IT 企業が地方にサテライ
トオフィスを置くという例も増えてきている。また、中国・インド・東南アジア等にオフシ
ョアとして業務をアウトソーシングしていた IT 企業が、企業文化の違いやブリッジ人材確
保の困難さから日本国内の地方の IT 企業へのニアショアに切り替える事例もあり、首都圏
外の IT 企業の需要も高まっている。さらに、地方自治体によっては企業のスタートアップ
の支援・補助を行っており、IT ベンチャーの起業場所として地方が検討されやすくなって
きている。このような背景から様々な地方自治体が、IT 企業の本社・サテライトオフィス
の誘致や IT ベンチャー起業の意向を持つ者への情報発信を行っている。 
 沖縄県も IT 企業の誘致に熱心に取り組み情報通信関連産業の振興に注力している自治体
である。国内外の情報通信関連産業の一大拠点を目指すプロジェクトとして、うるま市に沖
縄 IT 津梁パークを建設し、現在多数の IT 及びコンテンツ企業が進出している。実際に沖
縄県内に立地した IT 企業やコンテンツ系企業の数は伸び続けており、2016 年には 427 社
に達している。これは、その 10 年前にあたる 2006 年の 126 社の 3 倍以上である。 
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※「Work in 沖縄」WEB サイト『沖縄の成長産業』より抜粋 

 
さらに、沖縄県の事業として、UI ターン転職・移住したい IT エンジニアと県内企業をマ

ッチングする「IT キャリア沖縄」を行っている。県の成長産業として IT に積極的に投資を
行い、「アジア有数の国際情報通信ハブ」の地位を目指す沖縄県では、今後も IT 人材の確保
が重要な課題となってくると思われる。 
 

(3) 既存の IT 日本語教育 

 日本国内で情報通信業（≒IT 産業）に従事する外国人材は 5 万人を超えており、今後も
この数は増えていくことが予想される。しかし、同様に外国人材獲得に力を入れている介護
業界や医療業界等に比べ、外国人 IT 人材をターゲットとした日本語教材は現時点で非常に
少ない。また、IT ビジネス日本語の授業がいくつかの日本語学校等で提供されているが、
それらの実態は通常のビジネス日本語に IT 語彙学習が補足されている程度である。IT 知
識や業務経験がある日本語教師が多くないことが想定される以上、日本語学校にこの種の
授業・コースを運営することは困難さが伴う。しかし、IT の実務や専門内容に通じた教員
を擁する専修学校であれば、この種のプログラムを運営することが可能である。今後需要が
伸びることが想定される IT 分野における実務・専門の日本語を対象とする教材やプログラ
ムの開発や実践の場として、専修学校が果たすことができる役割は大きいといえる。 
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1.3. 事業の実施体制 

1.3.1. 事業の構成機関 

 本事業では一般財団法人日本検定基盤財団（以下、当財団）が事業実施主体となり、以下
の教育機関、企業・団体に協力を得て構成した。 
 

(1) 教育機関 

名称 都道府県名 

学校法人フジ学園専門学校 IT カレッジ沖縄 沖縄県 

学校法人ゴレスアカデミー 日本文化経済学院 沖縄県 

学校法人宮崎総合学院 宮崎情報ビジネス医療専門学校 宮崎県 

学校法人秋葉学園 千葉情報経理専門学校 千葉県 

国立大学法人 琉球大学 沖縄県 

 
(2) 企業・団体 

名称 都道府県名 

株式会社 沖縄情報技術研究所 沖縄県 

株式会社 ケーエイチプラス 大阪府・沖縄県 

一般社団法人 沖縄専門人材開発研究会 沖縄県 

 
(3) 行政機関 

名称 都道府県名 

沖縄県 商工労働部 情報産業振興課 沖縄県 

 

1.3.2. 実施体制のイメージ 

 本事業実施に際して、「実施委員会」「分科会」を設置する。 
 実施委員会は、IT 及びデジタルコンテンツ系学科を設置する専修学校、業界企業・団体、
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行政機関等で構成される本事業の推進主体である。ここでは、事業全体の活動方針・計画、
各事業活動の実施方針・実施内容、活動成果の評価等の重要事項に関する検討・意思決定や、
分科会に対する活動方針具体化、進捗管理等を行う。 
 分科会は、実施委員会の機関から構成すると共に、必要に応じて他の機関・有識者への参
画要請も検討する。分科会では、実施委員会の指示のもと、各事業活動の企画や具体的な仕
様の検討、実作業の推進等を担当する。 
 当財団は、事業全体の進捗や事業経費のマネジメントを行うと共に、上記の実施委員会・
分科会の構成機関への連絡・調整、資料準備等の事務作業を担当する。 
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1.4. 事業計画の全体像 

 本事業は 2019 年度から令和 2 年度にかけて実施する計画で、今年度はその最終年度で
ある。各年度の事業活動項目を以下に記載する。 
 次章以降、本年度の各活動項目の概要と成果を報告する。 
 
(1) 2019 年度事業活動項目 

活動種別 活動項目 

調査 

① 外国人留学生アンケート調査 
② IT 企業アンケート調査 
③ 専修学校アンケート調査 
④ IT 企業・IT 人材ヒアリング調査 

開発 

① スキル標準骨子 
② カリキュラム骨子 
③ シラバス 
④ 「IT 日本語基礎」教材開発情報収集 
⑤ 「IT 実務日本語」教材開発情報収集 
⑥ 「キャリア学習」教材開発情報収集 
⑦ 「沖縄の地域文化と産業」教材開発情報収集 

実証 なし 

会議 
① 実施委員会（3 回） 
② 分科会（3 回） 

 
(2) 令和 2 年度年度事業活動項目 

活動種別 活動項目 
調査 なし 

開発 

① スキル標準完成版 
② カリキュラム完成版 
③ シラバス 
④ 「IT 日本語基礎」教材開発 
⑤ 「IT 実務日本語」教材開発 
⑥ 「IT ビジネスケーススタディ」教材開発情報収集・開発 
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⑦ 「IT ビジネス PBL」教材開発情報収集・開発 
⑧ 「キャリア学習」教材開発 
⑨ 「沖縄の地域文化と産業」教材開発 

実証 ① 第 1 回実証講座 

会議 
① 実施委員会（3 回） 
② 分科会（3 回） 
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2. 開発 

2.1. シラバス開発 

 2.2. 「IT 日本語基礎」教材開発 

  2.3. 「IT 実務日本語」教材開発 

 2.4. 「キャリア学習」教材開発 

 2.5. 「沖縄の地域文化と産業」教材開発 

2.6. 「IT ビジネスケーススタディ」教材開発 

 2.7. 「IT ビジネス PBL」教材開発 
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2.1. シラバス開発 

2.1.1. シラバス概要 

 カリキュラム骨子に基づき、各科目の学習目標、学習概要、学習内容（各コマの学習項目）、
教科書、評価方法等の項目を定めたシラバスを開発する。 
 

2.1.2. 今年度の開発 

昨年度は、「IT 日本語基礎」「IT 実務日本語」「キャリア学習」「沖縄の地域文化と産業」
の計 4 科目のシラバス暫定版を開発した。今年度は、昨年度の暫定版を更新し、「IT 日本語
基礎」「IT 実務日本語」「キャリア学習」「沖縄の地域文化と産業」のシラバス完成版を開発
した。あわせて、今年度教材化発揚の情報収集を行った「IT ビジネスケーススタディ」及
び「IT ビジネス PBL」について、上記の項目に従いシラバスを開発した。今年度開発した
全てのシラバスは巻末付録に掲載する。  
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2.2. 「IT 日本語基礎」教材開発 

2.2.1. 概要 

本事業で開発する教育プログラムでは、「日本語」領域を構成する科目として、「IT 日本
語基礎」を提供する。ここでは、まだ日本語能力が JLPT（日本語能力試験）N3 程度で、多
くの外来語や難解な漢語を含む IT 専門用語になじみがない外国人留学生向けに、IT 分野
で頻出する基礎的な語彙・表現の学習と読解を中心とした内容を学ぶ。 
 今年度は、「IT 日本語基礎」科目の教材を開発した。 
 

2.2.2. 学習内容 

昨年度事業では、「IT 日本語基礎」の教育内容に関連する既存の教材の情報収集を行った。
その際、「外国人留学生に対する IT・情報リテラシー教育を目的とする教材・書籍・資料等」
（以下、「留学生向け教材」）と「日本人を対象とした情報や IT に関する基礎的な教材・書
籍・資料等」（以下、「日本人向け教材」）の 2 系統を対象とした。今年度の教材開発の一環
として収集した両系統の教材群を分析した結果、以下のようなことが判明した。 

 
① 「留学生向け教材」の内容は、大半が Word、PowerPoint、Excel などの Microsoft 

Office のソフトウェアの使用方法に関するものであった。また、レポートやプレゼ
ン用資料の作成に関連するためか、著作権などの知的財産権に関する内容も複数の
教材に収録されている。 

② 「日本人向け教材」で収集した日本の高等学校の教科「情報」の科目「社会と情報」
の教科書には、日本の高等教育に進学する前に身につけておくべきだと考えられる
IT・情報リテラシーに関する内容が網羅されている。 

③ 「日本人向け教材」で収集した日本の高等学校の教科「情報」の科目「情報の科学」
の学習内容には、アルゴリズムやプログラミングなど専門学校に進学してから本格
的に勉強することになるような内容も一部盛り込まれている。 

 
 以上の分析結果から、以下のような方針のもと教材の内容を決定した。 
 

I. 教材内容は「社会と情報」の学習項目を参考とする。 
II. Word、PowerPoint、Excel などのソフトウェアの使用方法については、既存の留学
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生向け教材で取り扱われており、十分に活用できると判断したため、本事業で開発
する教材の内容には含めない。 

III.コンピュータシステムや構成要素、アルゴリズム、プログラミングといった内容は、
「社会と情報」や「情報の科学」で扱われている内容である。しかし、専門学校に
入学した後に専攻内容として十分に学ぶ機会があるため、本事業で開発する教材の
内容には含めない。 

 
 この方針のもと学習内容を決定し、「IT 日本語基礎」の学習テーマは以下のようになった。 
 

１．情報とメディアの特徴 
２．情報のディジタル化(1) 
３．情報のディジタル化(2) 
４．情報のディジタル化(3) 
５．コミュニケーション手段の発達 
６．情報通信ネットワークの仕組み(1) 
７．情報通信ネットワークの仕組み(2) 
８．情報通信ネットワークの仕組み(3) 
９．情報通信ネットワークの活用とコミュニケーション 
１０．情報化が社会に及ぼす影響と課題(1) 
１１．情報化が社会に及ぼす影響と課題(2) 
１２．情報セキュリティの確保(1) 
１３．情報セキュリティの確保(2) 
１４．社会における情報システム(1) 
１５．社会における情報システム(2) 
１６．情報システムと人間 
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2.2.3. 教材構成 

「IT 日本語基礎」教材は 2 種類の形式から構成される。 
1 つ目は用語集である。現在出版されている「社会と情報」の教科書から重要語 96 語を

選定し、その用語集を作成した。用語集には選定した用語の他、平仮名で記載した読み仮名、
英語・中国語・ベトナム語の訳語を併記している。また、その用語の意味や用語を使った例
文も記載した。本教材を使って、IT・情報系分野の重要語を学ぶことができるようになって
いる。 

 
 

＜「IT 日本語基礎」用語集 例＞ 
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 2 つ目は読解教材である。ここでは、先述した「IT 日本語基礎」の学習テーマの内容に沿
った 800 字程度の文章を作成した。その文章中では用語集に選定された重要語彙が必ず使
用されており、それを使った空欄補充式の設問が設定されている。学習者は、文章を読解し
ながら提示された重要語彙がどの空欄に当てはまるのかを考えるという形式の教材である。 
 

＜「IT 日本語基礎」読解教材 例＞ 
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 これらの教材は教室での集合授業で使用することができる。また、e ラーニングのコンテ
ンツ化を行ったため、個人学習用の教材としても使用することが可能である。 
 

＜e ラーニングメニュー画面＞          

 
 
＜「IT 日本語基礎」メニュー画面＞ 

 
 
 

AIT 日本語基礎 A をクリック 

学びたいテーマをクリック 
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＜テーマ「情報とメディアの特徴」メニュー画面＞ 

 
 
 
 
 
 
 

 
  

用語集の PDF ファイルが開く 

読解教材の PDF ファイルが開く 
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2.3. 「IT 実務日本語」教材開発 

2.3.1. 概要 

本事業で開発する教育プログラムでは、「日本語」領域を構成する科目として、「IT 実務
日本語」を提供する。ここでは、IT の専門知識を学んだり実務に携わったりする際に必要
となる IT 語彙・表現と、実務の場面を想定した日本語のモデル会話を学ぶ。 

今年度は、「IT 実務日本語」科目の教材を開発した。 
 

2.3.2. 教材内容 

昨年度事業では、「IT 実務日本語」の教育内容に関連する既存の教材の情報収集を行った。
その際、「日本の IT 及びデジタルコンテンツ系産業に従事する外国人材に対する IT 日本語
教育を目的とした教材・書籍・資料等」（以下、「外国人向け教材」）と「日本人を対象とし
た情報や IT に関する基礎的な教材・書籍・資料等」（以下、「日本人向け教材」）の 2 系統を
対象とした。今年度の教材開発の一環として収集した両系統の教材群を分析した結果、以下
のようなことが判明した。 
 

① 市販の「外国人向け教材」は現状で非常に種類が少ない。また、教材で扱われてい
る内容や場面が必ずしも IT の開発現場に特化しておらず、一般的なビジネス日本
語教科書のような内容になっている部分が散見される。 

② 市販の「外国人向け教材」は、既にエンジニアとして職歴がある程度長い人物が主
人公として描かれているためか、開発現場の業務に関する説明が非常に少ない。し
たがって、まだ就職していない外国人留学生にとっては場面を想像しづらい可能性
がある。 

③ 「日本人向け教材」は豊富にあるが、会話を中心とした教材はあまりない。しかし、
開発現場の場面を抽出する際に参考にできる。 

 
 以上の分析結果から、以下のような方針のもと教材の内容を決定した。 
 

I. 開発する教材で扱う場面は IT 系の WEB 開発の仕事場面に特化する。 
II. 主人公は新人の設定にする。細かい業務内容について先輩社員に質問する場面を取

り入れることで、まだ就職していない外国人留学生が場面を理解しやすくする。 
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III.「日本人向け教材」で扱われている場面を参考としながらも、WEB 開発に携わる者
にヒアリングをし、場面と会話内容の真正性を高める。 

 
 この方針のもと学習内容を決定し、「IT 実務日本語」の学習テーマは以下のような 7 章構
成（14 場面）になった。 
 

第 1 章 ヒアリング 
 場面１．ヒアリングの準備をする 
 場面２．ヒアリングを実施する 
 場面３．ヒアリング結果をまとめる 
第 2 章 クライアントの要望の分析 
 場面４．要求分析をする(1) 
 場面５．要求分析をする(2) 
第 3 章 提案書の作成とプレゼンテーション 
 場面６．提案書を作成する(1) 
 場面７．提案書を作成する(2) 
 場面８．プレゼンテーションを行う 
第 4 章 ワイヤーフレーム 
 場面９．ワイヤーフレームを作成する 
第 5 章 デザイン 
 場面１０．デザイン案を作成する 
 場面１１．評価を受けて改善する 
第 6 章 コーディング 
 場面１２．サイト制作をする 
 場面１３．社内チェック（テスト）をする 
第 7 章 納品 
 場面１４．クライアントへ説明する 
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2.3.3. 教材構成 

 「IT 実務日本語」では動画教材を開発した。テーマは「ヒアリング」「クライアントの要
望の分析」「提案書の作成とプレゼンテーション」「ワイヤーフレーム」「デザイン」「コーデ
ィング」「サイト制作をする」「納品」の 7 つであり、そこから全 14 個の場面を想定して会
話を作成した。主人公は新人の外国人材であり先輩社員や別部署の社員、クライアントと場
面に応じた業務に関する会話を行う内容となっている。 
 

＜「IT 実務日本語」動画教材 例＞ 
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 また、動画教材で扱われた内容の理解度をチェックするための確認テストを作成した。こ
れは各場面 2 問の構成になっており、IT・WEB 開発関連の語彙・表現を確認する問題と、
IT・WEB 開発の仕事の流れや作業内容、作業を行う理由などを確認する問題が用意されて
いる。 

＜語彙・表現を確認する問題 例＞ 

 
 

＜仕事の流れや作業内容、作業を行う理由などを確認する問題 例＞ 
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 これらの教材も「IT 日本語基礎」教材と同様に教室での集合授業で使用することができ
る。また、e ラーニングのコンテンツ化を行ったため、個人学習用の教材としても使用する
ことが可能である。 
 

＜e ラーニングメニュー画面＞          

 
 
＜「IT 実務日本語」メニュー画面＞ 

 
 

AIT 実務日本語 A をクリック 

学びたいテーマをクリック 
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＜テーマ「ヒアリングの準備をする」メニュー画面＞ 

 
 
   

動画が表示される 

確認テスト画面に移動する 
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2.4. 「キャリア学習」教材開発 

2.4.1. 概要 

本事業で開発する教育プログラムでは、「教養」領域を構成する科目として、「キャリア学
習」を提供する。ここでは、沖縄・日本の IT 産業で働くための方法や働くことの意味・意
義や中長期的な自身の IT 産業におけるキャリアについて考える。 

今年度は、「キャリア学習」科目の教材を開発した。 
 

2.4.2. 教材内容 

昨年度事業では、「キャリア学習」の教育内容に関連する既存の教材の情報収集を行った。
その際、「外国人留学生を対象とする日本での就職・キャリア形成に関する教材・書籍・資
料等（以下、「留学生向け教材」）と「日本人の学生を主な対象とする就職・キャリア形成に
関する教材・書籍・資料等」（以下、「日本人向け教材」）の 2 系統を対象とした。今年度の
教材開発の一環として収集した両系統の教材群を分析した結果、以下のようなことが判明
した。 
 

① 市販の「留学生向け教材」の内容は、就職活動の方法やそこで使われるビジネス日
本語の解説に特化している。 

② 市販の「留学生向け教材」では、日本の産業や職業・職種別の役割、意義などにつ
いて解説した内容がほとんど扱われていない。また、自分のキャリア（母国、日本、
第三国問わず）をどう発展させていくかという考えを深めるための内容も特に用意
されていない。 

③ 「日本人向け教材」は自身のキャリアをどう発展させるかという内容を取り扱って
いるが、IT の分野に特化したものはなかった。 

 
 ただし、本事業に委員として参画している一般社団法人沖縄専門人材開発研究会では、将
来 IT 人材になるべく専門学校で IT・情報系の分野を専攻している学生を対象とした、IT
分野特化型のキャリア教材「IT 人材のキャリア」を開発している。今年度の開発では、「IT
人材のキャリア」の内容を踏襲し、「キャリア学習」の学習テーマは以下のような 18 章構成
になった。 
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１．IT 人材の役割・仕事 
２．IT 人材の職場 
３．IT をめぐる社会の動き 
４．IT 業界の動向 
５．社会的責任を担う IT 人材の心構え①倫理と規範 
６．社会的責任を担う IT 人材の心構え②顧客志向とコンプライアンス 
７．チームワークにおける IT 人材の心構え 
８．専門職としての IT 人材の心構え 
９．サービス業としての IT 人材の心構え 
１０．IT 人材の自己管理に関する心構え 
１１．IT 人材のビジネススキル 
１２．チームワークを強化する人間対応力 
１３．IT 人材のラーニングスキル 
１４．サービス業としての IT 人材の視点 
１５．IT 人材となるまでのキャリアパス 
１６．IT 人材のキャリアパス 
１７．IT 人材のキャリアプラン 
１８．IT 人材のキャリアビジョン 
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2.4.3. 教材構成 

 「キャリア学習」では、WEB コンテンツ型の読解教材を作成した。主な内容は一般社団
法人沖縄専門人材開発研究会の IT 分野特化型キャリア教材「IT 人材のキャリア」を踏襲し
ているが、文章を横書きに変えたり、漢字にルビを振ったりすることで外国人留学生にとっ
て読みやすい形式に変更している。また、外国人留学生はパソコンまたはタブレットの所有
率が比較的低いため、スマートフォンに対応したユーザインタフェースとなっている。 
 

＜「キャリア学習」読解教材 例＞ 
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 また、読解教材で扱われた内容の理解度をチェックするための確認テストを独自に作成
した。これは各章 2 問の構成になっており、適切な語彙を空欄に補充する多肢選択式問題
となっている。 
 

＜確認テスト 例＞ 
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 「キャリア学習」の教材は e ラーニングのコンテンツとして開発を行ったため、個人学習
用の教材としても使用することを想定している。 
 

＜e ラーニングメニュー画面＞          

 
 
＜「キャリア学習」メニュー画面＞ 

 
 

A キャリア学習 A をクリック 

学びたいテーマをクリック 
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＜テーマ「IT 人材の役割・仕事」メニュー画面＞ 

 
 
 
  

読解教材画面に移動する 

確認テスト画面に移動する 
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2.5. 「沖縄の地域文化と産業」教材開発 

2.5.1. 概要 

本事業で開発する教育プログラムでは、「教養」領域を構成する科目として、「沖縄の地域
文化と社会」を提供する。ここでは、沖縄で就職し、中長期的に居住する場合に知っておく
べき地域の文化や産業に関する知識を学ぶ。 
 今年度は、「沖縄の地域文化と産業」科目の教材を開発した。 
 

2.5.2. 教材内容 

昨年度事業では、「沖縄の地域文化と産業」の教育内容に関連する既存の教材の情報収集
を行った。その際、「外国人留学生に対する日本文化及び日本の産業に関する教育を目的と
する教材・書籍・資料等（以下、「留学生向け教材」）と「日本人を対象とした、日本国内の
地域文化及び産業に関する教育を目的とした教材・書籍・資料等」（以下、「日本人向け教材」）
の 2 系統を対象とした。今年度の教材開発の一環として収集した両系統の教材群を分析し
た結果、以下のようなことが判明した。 
 

① 市販の「留学生向け教材」の内容は非常に豊富で外国人留学生が興味を持ちそうな
現代文化から政治・経済や歴史なども扱っている。しかし、内容が充実している教
材は比較的難易度が高い読解教材形式が多い。 

② 市販の「留学生向け教材」には、沖縄またはその他の地域に特化したものがほとん
どない。また、地域に特化した内容のものであっても、文化、産業、歴史などの幅
広いトピックを扱ってはいない。 

③ 「日本人向け教材」では、沖縄の内容に特化したものが豊富に存在している。した
がって、取り扱う内容や項目について参考にすることができる。 

 
 以上の分析結果から、以下のような方針のもと教材の内容を決定した。 
 

I. 教材の難易度は日本語能力試験 N３レベルの学生に適したものとし、動画形式の教
材とする。 

II. 教材内容は沖縄に特化し、地域文化・歴史・産業など幅広い分野を取り扱う。 
III.教材内容は、「日本人向け教材」の内容を参考とするが、情報源がないものや主観的
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な意見によって記述されているような内容は取り入れないように心がける。 
 
 この方針のもと学習内容を決定し、「IT 日本語基礎」の学習テーマは以下のようになった。 
 

１．沖縄の地理 
２．沖縄の伝統文化 
３．沖縄の方言 
４．沖縄の食文化 
５．沖縄の歴史(1)  
６．沖縄の歴史(2)  
７．沖縄の歴史(3)  
８．沖縄の名所 
９．沖縄の産業(1) 
１０．沖縄の産業(2)  
１１．沖縄の年中行事  
１２．沖縄の人々 
１３．沖縄の街並み  
１４．沖縄と世界 
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2.5.3. 教材構成 

 「沖縄の地域文化と産業」では、動画教材を作成した。PowerPoint のスライドを用いて
ナレーションによる説明が行われる形式になっており、スライド上には説明の要旨や重要
語彙・概念、参考となる画像が表示されている。ひとつのテーマにつき動画の長さは約 10
分となっており、集中力を持続して見ることができるような時間内に収めている。 
 

＜「沖縄の地域文化と産業」動画教材 例①＞ 

 

＜「沖縄の地域文化と産業」動画教材 例②＞ 
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 また、動画教材で扱われた内容の理解度をチェックするための確認テストを作成した。
これは各章 3 問の構成になっており、正解となる語彙を選択する多肢選択式問題となって
いる。 
 

＜確認テスト 例＞ 
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 「沖縄の地域文化と産業」の教材は e ラーニングのコンテンツとして開発を行ったため、
個人学習用の教材としても使用することを想定している。ただし、集合教育で留学生に動画
を見せて補足説明などを交えながら授業を行う形式も可能である。 
 

＜e ラーニングメニュー画面＞          

 
 
＜「キャリア学習」メニュー画面＞ 

 
 
 

A 沖縄の地域文化と産業 A をクリック 

学びたいテーマをクリック 
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＜テーマ「沖縄の地理」メニュー画面＞ 

 
 
 
  

動画が表示される 

確認テスト画面に移動する 
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2.6. 「IT ビジネスケーススタディ」教材開発 

2.6.1. 概要 

本事業で開発する教育プログラムでは、「IT ビジネス」領域を構成する科目として、「IT
ビジネスケーススタディ」を提供する。ここでは、沖縄や日本の IT 企業で働く際に起こり
得る問題やトラブル等について学び考える。 

今年度は、この科目の教材を開発する際に参考となる既存の教材・書籍等の情報を収集し
た。そこから開発方針を策定し、「IT ビジネスケーススタディ」科目の教材を開発した。 
 

2.6.2. 情報収集対象 

「IT ビジネスケーススタディ」の教育内容検討及び教材開発に向けて、教材等の情報収
集を実施した。対象となるのは外国人留学生が日本のビジネス文化や習慣を学ぶことがで
きるような教材で、特にトラブルの事例やロールプレイを盛り込んだ教材を 21 例収集した。 

以下に情報収集対象とした事例の一覧を掲載する。各事例の情報収集結果は巻末付録に
掲載する。 

①『ロールプレイで学ぶビジネス日本語－グローバル企業でのキャリア構築をめ
ざして－』（スリーエーネットワーク） 

②『ロールプレイで学ぶビジネス日本語－場面に合わせて適切に話そうー』（スリ
ーエーネットワーク） 

③『中級レベル ロールプレイで学ぶビジネス日本語―就活から入社まで―』（ス
リーエーネットワーク） 

④『外国人のための 会話で学ぼう！介護の日本語 指示がわかる、報告ができる』
（中央法規） 

⑤『やさしい日本語とイラストで学ぶ みんなの介護』（日本医療企画） 
⑥『外国人のためのケーススタディで学ぶビジネス日本語 中級』（スリーエーネ

ットワーク※2020 年 9 月発売予定） 
⑦『人を動かす！ 実戦ビジネス日本語会話』（スリーエーネットワーク） 
⑧『日本企業への就職 ビジネス会話トレーニング』（アスク） 
⑨『新装版 ビジネスのための日本語』（スリーエーネットワーク） 
⑩『新版 ロールプレイで学ぶ 中級から上級への日本語会話』（凡人社） 
⑪『ビジネスコミュニケーションのためのケース学習:職場のダイバーシティで学
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び合う【教材編】』（ココ出版） 
⑫『ビジネスコミュニケーションのためのケース学習:職場のダイバーシティで学

び合う【教材編 2】』（ココ出版） 
⑬『ビジネスコミュニケーションのためのケース学習:職場のダイバーシティで学

び合う【解説編】』（ココ出版） 
⑭『中級から伸ばす ビジネスケースで学ぶ日本語』（ジャパンタイムズ） 
⑮『ビジネス日本語 オール・イン・ワン問題集――聴く・読む・話す・書く』（ジ

ャパンタイムズ） 
⑯『タスクで学ぶ日本語ビジネスメール・ビジネス文書 適切にメッセージを伝え

る力の養成をめざして』（スリーエーネットワーク） 
⑰『マンガで体験！にっぽんのカイシャ ～ビジネス日本語を実践する～』（日本

漢字能力検定協会） 
⑱『Japanese for IT Business: Japanese Textbook for IT Professionals』（有限会社

ジャパンオンラインスクール） 
⑲『しごとの日本語 電話応対基礎編』（アルク） 
⑳『NIHONGO Breakthrough from Survival to communication in Japanese』（ア

スク） 
㉑『学んでみよう 日本の介護』（日本介護福祉士会） 

 

2.6.3. 教材内容 

昨年度事業では、調査の一環として「IT 企業・IT 人材ヒアリング調査」を行った。そこ
では、日本の IT・デジタルコンテンツ系企業及び団体、海外の IT 企業、日本の IT 企業で
働く外国人材を対象としてヒアリングを行った。そして、それぞれから外国人 IT 人材や日
本の IT 系企業との間に起こったトラブルや摩擦、理解・納得できない点などに関する情報
を収集した。 

今年度は、収集したトラブルや疑問点から典型的なものを抽出し、計 14 個の学習テーマ
を選定した。 
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１．残業 
２．仕事と家庭 
３．会議 
４．報連相 
５．指示の仕方 
６．休暇の違い 
７．異動 
８．言語の壁 
９．上下関係 
１０．仕様・納期変更 
１１．部門間の軋轢 
１２．就職活動 
１３．評価 
１４．ブリッジ人材 
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2.6.4. 教材構成 

「IT ビジネスケーススタディ」教材は、動画教材と課題用ワークシートによって構成され
ている。 
動画教材は PowerPoint のスライドを用いてナレーションによる事例の説明が行われる形
式になっており、スライド上には事例内容に沿ったイメージ画像が表示されている。ひとつ
のテーマにつき動画の長さは 2 分程度である。 
 

＜「IT ビジネスケーススタディ」動画教材 例①＞ 

 
 

＜「IT ビジネスケーススタディ」動画教材 例②＞ 
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 また、動画教材で扱われた内容をグループやクラスで検討し、議論や発表を行うための課
題用ワークシートを作成した。ワークシートには、ルビを振った動画のシナリオと 4 つの
課題が記されている。 
 

＜「IT ビジネスケーススタディ」課題用ワークシート 例＞ 
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 「IT ビジネスケーススタディ」教材はグループやクラスでの議論、教員による背景知識
の活性化や学生への促しなどを行うことによって効果的に活用できる。したがって、教室で
の集合授業で使用することを想定して開発している。個人学習用の教材ではないが、予習と
してあらかじめ動画を見ておいたり、課題用ワークシートを記入しておいたりして授業に
臨むという形式の運営も可能にするために、e ラーニングのコンテンツ化を行った。 
 

＜e ラーニングメニュー画面＞          

 
 
＜「IT ビジネスケーススタディ」メニュー画面＞ 

 

 

AIT ビジネスケーススタディ A をクリック 

学びたいテーマをクリック 
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＜テーマ「残業」メニュー画面＞ 

 
  

動画が表示される 

課題用ワークシートの PDF ファイルが開く 
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 なお、「IT ビジネスケーススタディ」教材を使用した授業の教師用の指導ガイドも作成し
た。ケースごとのテーマの概略説明の他、「学習目標」「授業進行モデル」「課題への回答と
学習者への促し」といった項目が記載されており、授業運営のヒントとして活用できる。学
生用ではないため e ラーニングには実装していないが、巻末付録に掲載する。 
 

＜「IT ビジネスケーススタディ」課題用ワークシート 例＞ 
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2.7. 「IT ビジネス PBL」教材開発 

2.7.1. 概要 

本事業で開発する教育プログラムでは、「IT ビジネス」領域を構成する科目として、「IT
ビジネス PBL」を提供する。ここでは、実際にチームを組んで日本語を使いながら WEB 制
作の開発に関わるプロジェクトを行う。 

今年度は、この科目の教材を開発する際に参考となる既存の教材・書籍等の情報を収集し
た。そこから開発方針を策定し、「IT ビジネスケース PBL」科目の教材を開発した。 
 

2.7.2. 情報収集対象 

「IT ビジネス PBL」の教育内容検討及び教材開発に向けて、教材等の情報収集を実施し
た。主な対象となるのは外国人留学生や日本人学生がプロジェクトや研修を通して実務を
学ぶ形式の教材で、その他にも PBL の研究論文や PBL 教材の開発・実施方法に関する書籍
なども合わせて 23 例収集した。 

以下に情報収集対象とした事例の一覧を掲載する。各事例の情報収集結果は巻末付録に
掲載する。 

①『留学生のためのビジネス日本語シリーズ －人財－ 仕事を知る ～企業活動
シュミレーション～』（一般財団法人海外産業人材育成協会(AOTS)） 

②『外国人留学生を対象とした行政体験研修』（観光庁） 
③『思考力を育てる 実践！発表プロジェクト』（凡人社） 
④『課題達成のプロセスで学ぶビジネスコミュニケーション』（アプリコット出版） 
⑤コンテスト型 PBL『キャリア甲子園』（マイナビ） 
⑥『アクティブラーニングとしての PBL と探究的な学習』（東信堂） 
⑦『失敗事例から学ぶ大学でのアクティブラーニング』（東信堂） 
⑧『ＰＢＬ 世界の大学での小グループ問題基盤型カリキュラム導入の経験に学

ぶ』（篠原出版新社） 
⑨『就職支援のためのプロジェクト・ワーク : アジア人財コース PBL 型授業』

（徳島大学国際センター） 
⑩『大学生のためのキャリアデザイン はじめての課題解決型プロジェクト』（ミ

ネルヴァ書房） 
⑪『プロジェクト学習の基本と手法―課題解決力と論理的思考力が身につく』（教
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育出版） 
⑫『ポートフォリオで未来の教育』（日本看護協会出版会） 
⑬『探究する学びをデザインする！情報活用型プロジェクト学習ガイドブック』

（明治図書） 
⑭『学生・教職員・自治体職員・地域住民のための地域連携 PBL の実践』（ナカ

ニシヤ出版） 
⑮『職業教育を体験！出前授業』（一般社団法人 大阪府専修学校各種学校連合会 

大専各 留学生支援サイト） 
⑯研究論文『PBL の事前学習教材としてのマンガケース教材およびその設問セッ

トの提案』（東京理科大学・東京工業大学院） 
⑰論文『ビジネス日本語教育における Project-Based Learning の概観』（『経営論

集 第 27 巻 第 1 号』117 ～ 131 頁）（文京学院大学） 
⑱論文『留学生の就職とビジネス日本語教育の現状と課題』（ウェブマガジン『留

学交流』2013 年 10 月号 Vol.31）（日本学生支援機構） 
⑲論文『PBL における学生の主体的な学び－グローバル人材育成を目指した授業

実践－』（『関西大学高等教育研究』第 10 号）（関西大学 教育開発支援センタ
ー） 

⑳『PBL 学びの可能性をひらく授業づくり: 日常生活の問題から確かな学力を育
成する』（北大路書房） 

㉑『PBL(Problem‐based Learning)―判断能力を高める主体的学習』（医学書院） 
㉒『大学 1 年生からのプロジェクト学習の始めかた』（慶應義塾大学出版会） 
㉓『ＡＩ時代の教育と評価 意志ある学びをかなえる プロジェクト学習 ポー

トフォリオ 対話コーチング』（教育出版） 
 

2.7.3. 教材内容 

今年度開発した「IT 実務日本語」では、WEB 開発に携わる者にヒアリングを行い、実際
に WEB 制作の開発現場での場面を設定した。そのような場面の中から、さらに日本語を使
ってチームで仕事をする場面を抽出し、PBL のプロジェクト内容とした。また、教材の開
発にあたっては、収集した教材や論文及び書籍を参考として構成やワークシートを作成し
た。 
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2.7.4. 教材構成 

「IT ビジネス PBL」教材は、講義用資料と課題用ワークシートによって構成されている
PowerPoint のスライド型教材である。 
 教材内容は５部構成であり、まず PBL という学習方法について説明するオリエンテーシ
ョンがある。その後、WEB 制作の仕事の依頼の概要を把握するステージ１「案件の理解」、
開発のためのヒアリング実施と結果の整理、開発要件の検討を行うステージ２「要求の分
析」、提案をまとめ上げプレゼンテーション用資料を作成するステージ３「提案書の作成」、
授業の評価を講師から行うステージ４「まとめ」という構成となっている。 
 

＜「IT ビジネス PBL」教材 例① 講義資料＞ 

  

 
＜「IT ビジネス PBL」教材 例② ワークシート＞ 
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3. 実証講座 

 3.1. 「沖縄の地域文化と産業」実証講座① 

 3.2. 「沖縄の地域文化と産業」実証講座② 

  3.3. 「IT ビジネス PBL」実証講座 

 3.4. 実証講座まとめ 
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3.1. 「沖縄の地域文化と産業」実証講座① 

3.1.1. 実証講座概要 

 今年度は本事業において開発した教材の一部を実際に運用することで、効果を検証する
ために実証講座を実施した。最初の実証講座として、本事業の委員として参画している学校
法人ゴレスアカデミー日本文化経済学院にご協力をいただき、外国人留学生に対して「沖縄
の地域文化と産業」教材の実証講座を行った。 
 

3.1.2. 実証講座実施状況 

実施日時 令和３年２月５日 １０：００～１２：００ 
実施場所 学校法人ゴレスアカデミー 日本文化経済学院 
実施方法 授業『沖縄文化を知る』として実施 

教室での e ラーニング視聴及び確認テスト回答 
実施内容 「沖縄の地域文化と産業」 

１．沖縄の地理 
２．沖縄の伝統文化 
３．沖縄の方言 
４．沖縄の食文化 
５．沖縄の歴史(1)  
６．沖縄の歴史(2)  
７．沖縄の歴史(3) 

受講者数 外国人留学生 １２名 
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＜実施場面①＞ 

 

 
＜実施場面②＞ 
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3.1.3. 受講者アンケート 

 実証講座の効果を測定する手段として受講者からのフィードバックを集めるために、講
座終了後にアンケートを実施した。アンケートの結果を以下に提示する。 
 

◎受講した留学生のプロフィール 
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１．「沖縄の地理」の授業はわかりましたか？ 
A．よくわかった          B．わかった 
C．あまりわからなかった      D．ぜんぜんわからなかった 

 
 
 
 
２．「沖縄の伝統文化」の授業はわかりましたか？  

A．よくわかった          B．わかった 
C．あまりわからなかった      D．ぜんぜんわからなかった 
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３．「沖縄の方言」の授業はわかりましたか？ 
A．よくわかった          B．わかった 
C．あまりわからなかった      D．ぜんぜんわからなかった 

 

 
 
４．「沖縄の食文化」の授業はわかりましたか？ 

A．よくわかった          B．わかった 
C．あまりわからなかった      D．ぜんぜんわからなかった 
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５．「沖縄の歴史(1)」の授業はわかりましたか？  
A．よくわかった          B．わかった 
C．あまりわからなかった      D．ぜんぜんわからなかった 

 

 
 
６．「沖縄の歴史(2)」の授業はわかりましたか？  

A．よくわかった          B．わかった 
C．あまりわからなかった      D．ぜんぜんわからなかった 
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７．「沖縄の歴史(3)」の授業はわかりましたか？  
A．よくわかった          B．わかった 
C．あまりわからなかった      D．ぜんぜんわからなかった 

 

 
８．授業の説明は速かったですか？  

A．速かった         B．すこし速かった            C．ちょうどよかった 
D．すこし遅かった            E．遅かった 
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９．授業のことばは難しかったですか？ 
A．難しかった       B．すこし難しかった        C．ちょうどよかった     
D．すこし簡単だった       E．簡単だった 

 

 
１０．問題は難しかったですか？ 

A．難しかった       B．すこし難しかった        C．ちょうどよかった     
D．すこし簡単だった       E．簡単だった 
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１１．もっと沖縄のことを知りたいと思いましたか？ 
A．とても思った          B．思った 
C．あまり思わなかった       D．ぜんぜん思わなかった 

 

１２．意見や感想があったら、書いてください。 
・沖縄の歴史はすごいとおもった。 
・説明はちょっとながかったけれど問題が少なかったと思いました。あとは説明した時

写真はもっと入れた方がいいと思います。一番面白かったのは歴史です。 
・沖縄の歴史に興味があります。第二次世界大戦をもっと知りたいです。これを見て伝

統や文化を勉強出来ました。沖縄の方言は難しかったです。 
・簡単な方法で説明がありましたので、面白くてよくわかった。 
・いろいろな沖縄のことを学べて、面白かった。もっと歴史を勉強したいです。沖縄の

文化とか方言とかもっとふかく教えてもらいたいと思います。  
・沖縄のことをいろいろ学んでうれしかったです。食事のことをおもしろかったです。 
・沖縄県の地域を知る機会をいただいて本当ありがとうございました。歴史の授業が一

番面白くて最高に良かったです。今まで知らなかったことを教えてくれて外国人に役
立つと思いました。日本のことを簡単な方法で教えていただきたいと思います。よろ
しくお願いいたします。 

・沖縄の言葉ははじめてきいて面白かった。歴史は難しかった。 
・知らないことがよくわかりました。少し歴史が難しかったですが面白かったです。 
・説明はちょっと難しかったですが、沖縄の言葉を聞けて面白かったです。 
・日本の歴史もっと知りたかったので、今回聞いたのは面白かったです。 
・沖縄の歴史は面白かったです。 
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3.2. 「沖縄の地域文化と産業」実証講座② 

3.2.1. 実証講座概要 

 2 つ目の実証講座として、本事業の委員として参画している国立学校法人琉球大学にご協
力をいただき、外国人留学生に対して「沖縄の地域文化と産業」教材の実証講座を行った。 
 

3.2.2. 実証講座実施状況 

実施日時 令和３年２月８日～１２日の期間 
実施場所 自宅等 
実施方法 個人学習での e ラーニング視聴及び確認テスト回答 
実施内容 「沖縄の地域文化と産業」 

１．沖縄の地理 
２．沖縄の伝統文化 
３．沖縄の方言 
４．沖縄の食文化 
５．沖縄の歴史(1)  
６．沖縄の歴史(2)  
７．沖縄の歴史(3) 

受講者数 外国人留学生 3 名 
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3.2.3. 受講者アンケート 

 実証講座の効果を測定する手段として受講者からのフィードバックを集めるために、講
座終了後にアンケートを実施した。アンケートの結果を以下に提示する。 
 

◎受講した留学生のプロフィール 
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１．「沖縄の地理」の授業はわかりましたか？ 
A．よくわかった          B．わかった 
C．あまりわからなかった      D．ぜんぜんわからなかった 

 

 
 
 
２．「沖縄の伝統文化」の授業はわかりましたか？  

A．よくわかった          B．わかった 
C．あまりわからなかった      D．ぜんぜんわからなかった 
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３．「沖縄の方言」の授業はわかりましたか？ 
A．よくわかった          B．わかった 
C．あまりわからなかった      D．ぜんぜんわからなかった 

 

 
 
４．「沖縄の食文化」の授業はわかりましたか？ 

A．よくわかった          B．わかった 
C．あまりわからなかった      D．ぜんぜんわからなかった 
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５．「沖縄の歴史(1)」の授業はわかりましたか？  
A．よくわかった          B．わかった 
C．あまりわからなかった      D．ぜんぜんわからなかった 

 

 
 
６．「沖縄の歴史(2)」の授業はわかりましたか？  

A．よくわかった          B．わかった 
C．あまりわからなかった      D．ぜんぜんわからなかった 
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７．「沖縄の歴史(3)」の授業はわかりましたか？  
A．よくわかった          B．わかった 
C．あまりわからなかった      D．ぜんぜんわからなかった 

 

 
８．授業の説明は速かったですか？  

A．速かった         B．すこし速かった            C．ちょうどよかった 
D．すこし遅かった            E．遅かった 
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９．授業のことばは難しかったですか？ 
A．難しかった       B．すこし難しかった        C．ちょうどよかった     
D．すこし簡単だった       E．簡単だった 

 

 
１０．問題は難しかったですか？ 

A．難しかった       B．すこし難しかった        C．ちょうどよかった     
D．すこし簡単だった       E．簡単だった 

 

 
 
 



66 
 

１１．もっと沖縄のことを知りたいと思いましたか？ 
A．とても思った          B．思った 
C．あまり思わなかった       D．ぜんぜん思わなかった 

 

 
１２．意見や感想があったら、書いてください。 

・この授業を通じて沖縄のことを勉強してよかったです。 
・内容が簡単すぎる言葉で説明されたため、より適切な言葉や専門用語などを使ってい

なかったと思う。 
・「沖縄の歴史」の授業には、「○○は何年続きましたか」という問題が二つありました。

その代わりに「○○は何年に始まりましたか・終わりましたか」という問題の方が情
報を覚えやすいかもしれません。 
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3.3. 「IT ビジネス PBL」実証講座 

3.3.1. 実証講座概要 

 ３つ目の実証講座として、本事業の委員として参画している国立学校法人琉球大学にご
協力をいただき、外国人留学生に対して「IT ビジネス PBL」教材の実証講座を行った。 
 

3.3.2. 今年度の開発 

実施日時 第 1 回 令和３年２月８日 １５：００～１８：００ 
第２回       ９日 １５：００～１７：００ 

実施場所 自宅等 
実施方法 『ビジネスプロジェクト体験』として 

ZOOM によるオンラインスクーリング 
実施内容 IT ビジネス PBL(1)の全工程 
受講者数 第 1 回 外国人留学生 6 名（アンケート回答は５名） 

第２回 外国人留学生 ５名 
 

＜実施場面 ZOOM 共有画面でのワークシート発表＞ 
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3.3.3. 受講者アンケート 

（１）第 1 回 2 月 8 日（月） 
 

◎受講した留学生のプロフィール 
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１．本日の講座の内容は全体的に理解できましたか。 

よく理解できた   理解できた 
 あまり理解できなかった     ぜんぜん理解できなかった 
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２．授業の最初の「オリエンテーション」は理解できましたか。 
よく理解できた   理解できた 

 あまり理解できなかった     ぜんぜん理解できなかった 

 

 
３．ステージ１「（１）案件の理解」はできましたか。 

よくできた     できた 
 あまりできなかった       ぜんぜんできなかった 
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４．ステージ１「（２）WEB サイトの確認」はできましたか。 
よくできた     できた 

 あまりできなかった       ぜんぜんできなかった 

 

 
 
５．ステージ２「（１）ヒアリング結果の理解」はできましたか。 

よくできた     できた 
 あまりできなかった       ぜんぜんできなかった 

 

  



72 
 

６．ステージ２「（２）開発要件の検討」はできましたか。 
よくできた     できた 

 あまりできなかった       ぜんぜんできなかった 

 

 
 
７．ステージ２「（３）発表」はできましたか。 

よくできた     できた 
 あまりできなかった       ぜんぜんできなかった 
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８．本日の講座の内容は、ビジネスのプロジェクトを知るのに役に立つと思いますか。 
 とても役に立つと思う    役に立つと思う 
 あまり役に立たないと思う   ぜんぜん役に立たないと思う 

 

 
 
９．グループワークはうまくできましたか。 

 うまくできた      できた 
 あまりできなかった     ぜんぜんできなかった 
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１０．意見や感想があったら、書いてください。 
・書類は事前にもらったら分かりやすいと思います。 
・今日の PBL 実施は将来役に立つと思います。ありがとうございました。 
・授業を通して、今まで勉強しなかったことを学んでうれしかったです。 
・この方法のおかげで学生たちはアクティブ・ラーニングができます。 
・始めはよくわからなかったけど、聞いた後、深く理解できました。 
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（２）第２回 2 月９日（火） 
 

◎受講した留学生のプロフィール 
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１．本日の講座の内容は全体的に理解できましたか。 

よく理解できた   理解できた 
 あまり理解できなかった     ぜんぜん理解できなかった 
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２．ステージ３「（１）提案メモの作成」はできましたか。 
よくできた     できた 

 あまりできなかった       ぜんぜんできなかった 

 

 
 
３．ステージ３「（２）提案書の作成」はできましたか。 

よくできた     できた 
 あまりできなかった       ぜんぜんできなかった 
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４．ステージ３「（３）発表」はできましたか。 
よくできた     できた 

 あまりできなかった       ぜんぜんできなかった 

 

 
 
５．ステージ４「まとめ」はできましたか。 

よくできた     できた 
 あまりできなかった       ぜんぜんできなかった 
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６．本日の講座の内容は、ビジネスのプロジェクトを知るのに役に立つと思いますか。 
 とても役に立つと思う    役に立つと思う 
 あまり役に立たないと思う   ぜんぜん役に立たないと思う 

 

 
 
７．グループワークはうまくできましたか。 

 うまくできた      できた 
 あまりできなかった     ぜんぜんできなかった 
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８．意見や感想があったら、書いてください。 
・提案書を発表することは私にはちょっと難しかったと思いますが、本日の講座で発表

することを体験して嬉しかったです。 
・なしです。 
・この講座はいいと思います。次回も同様の講座がありましたら、適切な時期に参加した

いです。 
・グループワークのとき意見を出したりする人が２人しかいなかったのでそこが残念だ

と思いました。しかし将来に絶対役に立つと思います。ありがとうございました。 
・アクティブラーニングをするために、この方法は面白いと思います。 
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3.4. 実証講座まとめ 

 実証講座の結果についてアンケートの回答をもとにまとめを行う。 
 まず、1 つ目の実証講座「沖縄の地域文化と産業」は学校法人ゴレスアカデミー日本文化
経済学院で行った。講座の参加者は 12 名で全員非漢字圏の出身であった。全員が日本語能
力試験 N３を取得しているわけではないが、同じクラスなので基本的には全員が近いレベ
ルの日本語能力を有している。本教材は主要な対象を日本語能力試験 N３レベルの学生と
考えているため、開発した教材の難易度設定に問題がないかを確認することができた。その
結果、7 つの動画教材すべてで受講者の半数以上が「よくわかった」「わかった」と解答し
ていた。また、「ぜんぜんわからなかった」という回答はひとつもなかった。以上のことか
ら、動画教材の難易度設定に概ね問題がなかったと思われる。また、「もっと沖縄のことを
知りたいと思いましたか」という質問に 3 分の 2 の受講者が「とても思った」、残りが「思
ったと」回答しており、沖縄への興味を喚起するという意味でも本教材は効果的であること
が分かった。自由記入の意見からは、特に歴史と方言が難しかったが面白かったという意見
が多く挙がっていた。また、本講座では e ラーニングの動画を使って集合教育を行ってお
り、個人学習以外の学習形態でも活用可能であることが実証された。 
 2 つ目の実証実験では、国立大学法人琉球大学の 3 名の外国人留学生が参加した。1 名が
N１、さらに 1 名が N２を取得している。もう 1 名はどのレベルも取得していないが、アン
ケートの自由記入への回答を見てもかなり高い日本語能力を有している。この 3 名はいず
れの動画もよく分かったと回答しており、N２レベル以上の日本語学習者には簡単だと思え
る難易度設定であることが実証された。自由記入の意見の中で、理解しやすくするため専門
用語が使われていないことへの指摘があるなど、日本語能力がかなり高い層や取り扱った
テーマに詳しい場合には、本教材は簡単すぎて多少の問題があるといえるかもしれない。 
 3 つ目の実証実験では PBL の実証を行った。講義内容は基本的に理解できていたようだ
が、ワークは難しいと感じる学生が多かった。自由記入の意見では、本講座及び教材は概ね
高評価をえたことから、ワーク部分への手助けや時間の取り方を再検討することで十分に
活用できる教材であると考えられる。 
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4. まとめ 

  4.1. 2019 年度事業の総括 

  4.2. 事業終了後の成果活用方針 
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4.1. 今年度事業の総括 

 今年度の事業活動は、教材の開発と実証講座の実施が主たるものであった。 
 「IT 日本語基礎」は高等学校の情報の教科書の教育内容を踏襲し、外国人留学生向けに
用語集と読解教材を開発した。「IT 実務日本語」では、実際に WEB 制作に関連する業種の
者にヒアリングを行い、開発現場での会話場面を設定した。さらに、主人公を外国人の新人
社員として、業務内容や流れを先輩社員に質問するような会話を作成することで、まだ就職
していない外国人留学生が仕事の現場を想像しやすいようにした。また、会話で扱った IT・
WEB 専門用語や仕事の流れに関する確認テストも作成した。「キャリア学習」では、委員と
して参画している一般社団法人沖縄専門人材開発研究会の協力で IT 分野に特化した学生向
けキャリア教材「IT 人材のキャリア」の WEB コンテンツ化を行った。また、独自にその
内容の理解度をチェックする確認問題も作成し、実装した。「沖縄の地域文化と産業」は N
３レベルの外国人留学生でも理解しやすい難易度の動画教材を作成した。あわせて、理解度
をチェックする確認テストを本科目でも実装した。「IT ビジネスケーススタディ」では、昨
年度のヒアリング調査の結果を活用し、ケーススタディ用のトラブル事例を作成した。それ
にイラストを添えて、トラブルを説明するナレーションをつけることで動画教材化した。ま
た、課題用ワークシートも開発し、グループまたはクラスでディスカッションや発表を行っ
て学習できるような教材とした。「IT ビジネス PBL」では、講義資料とワークシートによっ
て構成される PowerPoint のスライド教材を作成した。実際にチームを組んで日本語を使い
ながら開発に関連するプロジェクトを進めていくことができるような教材を開発すること
ができた。なお、「IT 日本語基礎」「IT 実務日本語」「キャリア学習」「沖縄の地域文化と産
業」「IT ビジネスケーススタディ」は e ラーニングに教材を実装した。 
 実証講座では、「沖縄の地域文化と産業」教材と「IT ビジネス PBL」教材を使用した講座
を行った。「沖縄の地域文化と産業」教材は、受講者のフィードバックから意図していた N
３レベルの難易度で開発できたことが分かった。また、沖縄への興味の喚起という点でも有
効であった。「IT ビジネス PBL」教材は、ワークの難易度が若干高いという感想が上がって
いたが、講座・教材ともにおおむね好意的な評価を受けた。 
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4.2. 事業終了後の成果活用方針 

 現段階での本事業終了後の成果の活用方針のイメージ図を以下に示す。 
 本事業期間内から事業終了後の 2021 年度の間では、まず当財団が事業推進主体として設
置する実施委員会に参画する機関に対し、成果の導入を行う。これと並行して、教材開発・
改良や効果普及想定地域等への成果普及といった事業活動を継続・拡大するために、実施委
員会をもとにした発展的な組織である「地域定着型外国人 IT 人材育成コンソーシアム」を
設立する。さらに当該コンソーシアムの活動を通して、本事業の事業活動に協力した外部の
専修学校・業界企業・業界団体、行政機関等に成果の周知・提供を進めると共に、コンソー
シアムへの参画を呼び掛け、組織の拡大を図る。 

2022 年度から 2023 年度にかけては、連携機関・協力機関の協力を得て規模を拡大した
コンソーシアムを足場に、効果普及想定地域等への成果の普及を図る。地方自治体等の行政
機関や IT 産業振興に積極的な地域の IT 及びデジタルコンテンツ系学科を設置する専修学
校、外国人 IT 人材雇用を経験・検討している日本企業、外国人雇用の業界団体、外国人 IT
企業経営者等に成果の周知・提供を行うと共に、コンソーシアムへの参画を呼び掛ける。 

さらに、本事業の教育プログラムをモデルとして、一般的なビジネス日本語教育ではカバ
ーしきれない他分野における専門能力・知識を持った地域定着型外国人材養成のプログラ
ム開発にも活用することを検討する。 

以上の活動を通じて事業終了後も継続的に成果の発展・周知・普及活動を推進する。 
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5. 巻末付録 

(1) シラバス 
(2) 「IT 日本語基礎」 用語集 
(3) 「IT 日本語基礎」 読解教材 
(4) 「IT 実務日本語」 シナリオ 
(5) 「IT 実務日本語」 確認テストと解答 
(6) 「沖縄の地域文化と産業」 PowerPoint スライド  
(7) 「IT ビジネスケーススタディ」 ワークシート 
(8) 「IT ビジネスケーススタディ」教師用指導ガイド 
(9) 「IT ビジネス PBL」スライド教材 
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